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Abstract 
 

  Speed of research and development is the most important factor of realization of a new concept by 
which an innovative ship will be created. As can be seen in a new project such as ZEUS(Zero 
Emission Ultimate Ship) of NMRI, green ship technology has a high priority for the innovative ships. 
There are a lot of design tools for this purpose, however, it seems that the total system by which we 
can evaluate the ship performance from the beginning to the end of the design stage is difficult to 
find in the world. In this paper, the basic design tools are introduced. 
  The first design tool, HOPE LIGHT, is a hull optimization program for economy . The design tool 
is aimed to find the best hull dimensions in actual sea conditions and it can evaluate not only 
propulsive performance but also maneuvering and seakeeping performance. Moreover, the HOPE 
LIGHT has a function of prediction of performance of unconventional hull form such as a twin skeg 
hull type ship. 
  The second design tool is a full grid generator, HEXPRESS. After reviewing by the HOPE LIGHT, 
the principal dimensions of the vessel can be fixed and detailed hull form will be needed in the next 
subject. The HEXPRESS is used at those design stages. 
  The last design tool is a weather adaptive navigation system, that is WAN, which can provide 
optimum routing and optimum engine revolution under constraint of ship schedule. The solution of 
the tool is a minimum ship fuel consumption subjected to an arrival on schedule. Seakeeping criteria, 
i.e. deck wetness, bottom slamming, propeller emergence and vertical acceleration, are selected as 
constraints for calculating the optimum solutions. Based on the simulations, the influences of 
seakeeping criteria on the optimized route are discussed in this paper. 
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1.まえがき 

 
 高効率物流を支援する高効率な船舶を高精度に

計画し設計するには、以下の 3 つの基盤技術が必

要となる。 
 

・最適船型主要目の早期決定に資する基盤技術 
・要目決定後の最適船体形状設計 CAD(コンピ

ュータ支援設計)技術 
・建造後の最適運航支援に対する基盤技術 

 
 最適船型主要目の早期決定は、船の計画の最上

流位置に相当し、特に革新的な船型の開発に対し

て重要な技術である。要目決定後の船体形状決定

技術は、プロペラや舵を含め既存データの有効活

用が必要不可欠であり、性能・強度・機器配置な

ど総合的な視点で形状が決定される。CFD(計算流

体力学 )による船体形状の最適化もこの一連の検

討プロセスの中にある。建造後の最適運航支援シ

ステムは、採算性を予測する意味でも重要な技術

であり、今後の利用展開が期待されるところであ

る。以下、これらの基盤技術の開発について詳述

する。 

2.要目最適化プログラム（HOPE LIGHT）の開発 

 
 実海域における船の性能推定は、船の設計の中

で根幹を成す部分である。船の設計は、多くの理

論的な検討や実験的なデータベースの利用により、

実績のある船型の延長上であれば迅速かつ正確に

設計できる。一方、石油資源の枯渇や温室効果ガ

スの排出規制など、船を取り巻く環境は大きく変

化しつつあり、このような中では、実海域域にお

ける船の性能推定とその探索範囲は、従来よりも

格段に広げて行かなければならないことは言うま

でもない。船型要目最適化プログラム(HOPE)は、

設計の上流段階において、推進性能・操縦性能お

よび耐航性能を同時に検討し、最適なプロペラ・

舵を含めた船体要目を最適化できる。 
 この度、HOPE を Microsoft Excel™上で使用

できるようにし、入出力を各段に容易にした

HOPE LIGHT を開発、さらにユーザーカスタマ

イズ機能や風波中馬力曲線生成機能を追加し、ま

た計算対象船種としてツインスケグ型 2 軸船も包

含したことにより、新船型開発に有用な設計支援

ツールとしての機能を向上させた｡ 
 
2.1 プログラムの概要 
2.1.1 開発の経緯 

 新船型開発の動機としては、造船所なら航路・

港湾条件の変化に対応するためや、新たな顧客獲

得を目指した市場開拓のため等が考えられ、船主

なら物流動向を見据えた船型変更、新航路の設定

に伴う最適船型の検討のため等が考えられる｡い

ずれにしても類似船のデータがあればそれを参考

にある程度の精度で検討が進められるが、データ

の範囲外では、公表されている各種設計チャート

を利用することとなる｡HOPE LIGHT は、既存デ

ータをチャート的に利用する部分も含まれてはい

るが、単なる類似船からの類推ではなく、できる

限り理論的な考察を加え、推定式に用いるパラメ

ータを工夫することで精度を確保した。したがっ

て、これまでに実績の無い要目の組み合わせの船

型についても性能評価が十分な精度で可能なこと

が特徴である｡ 
 
2.1.2 フロー・チャート 
 図 2－1 に本プログラムの大まかなフロー・チャ

ートを示す｡まず初めに船種、船長等、入力された

データに基づき、計算に必要なその他の要目およ

び船体形状パラメータを推定する｡次に針路安定

性の評価を行い、不安定性が大きい場合には舵面

積を増加させる｡また、舵長さの変化に対応して垂

線間長(Lpp)やその他の要目について全体の整合性
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図 2－1 HOPE のフロー・チャート 

 

2.2 通常船型の性能推定法 

2.2.1 抵抗・自航・プロペラ性能推定 
 抵抗性能の推定には、いわゆる 3 次元外挿法を

用いるが、HOPE LIGHT の最大の特徴はフレー

ムラインの違いが形状影響係数 K に及ぼす影響

をフレームラインファクターFF で表現している

ことである。FF は 0 から 1 の間の値をとり、K
の値は次式で表現される。 
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 ここで、Lpp：垂線間長、B：船幅、d：喫水、

Cb：方形係数、Cm：中央横断面係数、Cpa：船体

後半部柱形係数、FFSTD(p)：ある p における FF
標準値である｡ 
 これは、形状影響係数 K が、回転楕円体のよう

な物体形状の運動量損失による部分と縦渦の発生

による圧力抵抗による部分に分けられると仮定し、

フレームラインは主に後者に寄与するという考え

方に基づく。したがって、FF=0.5 が中間的なフ

レームラインを持つ船型、FF=0、 FF=1 はそれ

ぞれ極端に V 型、U 型の船型という数式表現であ

る。自航性能も船体・舵との干渉問題を扱う必要

性から以下の表現を取っている。 
 

RUDDERtFtPtt  )()(                    (2.4) 

RUDDERwFwPww  )()(                 (2.5) 

 
ここで、P はポテンシャル成分、F は摩擦成分

である。添え字の RUDDER は舵による成分を意

味し、省エネ付加物などの導入など将来の拡張が

容易となるように工夫されている。 
 計算の中で必要となる浸水表面積 Sw は、Denny
の式と Holtrop の式が利用可能である｡形状影響

係数 K、造波抵抗係数 rw、自航要素は HOPE 
LIGHT に内蔵される回帰式等に基づき、船体要

目や船首尾肥大度、フルード数を用いて算出され

る｡これら推定式の係数は変更可能であり、ユーザ

ー所有のデータを回帰分析して得られる数値に組

み替えることも可能である｡ 
 プロペラ設計では、プロペラ荷重度 KT/J2 と直

径 Dp を設計条件として与え、連続最大出力で展

開面積の決定、常用出力で最適ピッチと最適回転

数を計算する｡それぞれ Burrill のチャートと

MAU チャートに基づいている｡ 
 

2.2.2 舵面積推定 
 舵面積の初期値は、関西造船協会誌等で収集し

た建造船データの回帰分析結果から推定される｡

舵面積と船体水面下側面投影面積（Lpp×d）の比

で表現されているが船種毎に係数を使い分けてい

る｡ 
 

2.2.3 不安定ループ幅推定 
 針路安定性の重要な指標である不安定ループ幅

は、船尾肥大度γA と形状影響係数 K の関数で表

現している 1)｡γA が大きくなれば不安定ループ幅

は増加するが、フレームラインによって不安定ル

ープ幅が大きく変わるとする SR221 の成果を利
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用し、フレームライン形状の指標であるフレーム

ラインファクターFF をパラメータに導入した。

フレームラインファクターは前述したように形状

影響係数 K を支配しているので、同じγA の船型

でも形状影響係数 K の大きい U 型フレームライ

ン船型のほうが不安定ループ幅は減少する｡ 
 HOPE LIGHT では推定されたループ幅が許容

値を超える場合は、超過角度に対応する分だけ舵

面積を増加させている｡超過角度と舵面積の増加

率は、MMG モデルによる操縦シミュレーション

と山田 2)により調査されたループ幅と舵面積比を

参考に決定した｡図 2－2 に示したのは、ある船型

の舵面積を半分および 2 倍にした場合の逆スパイ

ラル試験のシミュレーション結果である｡図 2－2
および文献 2)から読み取ったループ幅の変化に

対する舵面積比の変化率を表 2－1 に示す｡ループ

幅 を 1.0[deg.] 変 化 さ せ る た め に 0.10 ～

0.20[%Lppd]の舵面積変化が必要であることが分

かる｡これを踏まえ、HOPE LIGHT ではループ幅

の 許 容 値 か ら の 超 過 角 度 1.0[deg.] に 対 し 約

0.15[%Lppd]の割合で、前項で求めた舵面積を増加

させている｡ 
 

-1

-0.5

0

0.5

1

-30 -20 -10 0 10 20 30
δ[deg.]

r'
 [

r*
L
p
p
/
U

]

AR(Standard)

AR*0.5

AR*2.0

 
図 2－2 異なる舵面積を持つ船舶の定常旋回性能

の比較 

 

表 2－1 ループ幅の変化に対する舵面積比の変化

率 

 Ratio(%Lppd/deg.)
MMG simulation 0.10 

Mariner type rudder 0.14 
Inverse-G type rudder 0.20 

 

2.2.4 実海域性能 
 実海域性能として、波と風による抵抗増加およ

び所要馬力増加に伴うプロペラ単独効率の変化を

考慮している｡ 
 

a)規則波中および不規則波中抵抗増加 
 規則波中抵抗増加計算法は、短波長域での計算

精度を向上させるため、藤井・高橋 3)によって反

射波抵抗増加成分の導入が行われたが、藤井・高

橋の式は詳細な船体形状を必要とするので、

HOPE LIGHT では藤井・高橋の式をさらに簡略

化し、船体の主要目だけから反射波成分が推定で

きる (2.6)式を提案している 4)｡ 
 HOPE LIGHT の方法と藤井・高橋の式の違い

は、上記の簡略化のほかに 3 つあり、まず速度影

響を示すフルード数に船幅 B を用い、反射波は船

首部だけで決定され船長に影響されないとしたこ

と、次にブラントネス係数は、船体前半部柱形係

数 Cpf から台形近似された Cp 曲線を Cw 曲線の代

用として算出すること、最後に不規則波への換算

は、規則波中抵抗増加が入射波の周波数によらず

一定で与えられると仮定して得られる結論「不規

則波中抵抗増加は、規則波中抵抗増加の半分」と

したことなどである｡ 
 

BfcpBFCgCR anBaw  28.0
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 ここで、ρ：海水密度、g：重力加速度、λa：

入射波振幅、Lpp：垂線間長、B：船幅、Cpf：船体

前半部柱形係数、Vs：船速、C1、 C2 はそれぞれ

喫水影響係数、速度影響係数である｡ 
 当所の一組織、海の 10 モードセンターで開発

された同計算法に基づく推定値と実船計測データ

の比較からは、Beaufort Scale 6 までの一致度は

十分であることを確認した。 
 

b)風圧抵抗 
 正面向かい風状態と仮定し(2.9)式で与える｡風

圧抵抗係数 Cx は藤原らの方法 5)で推定している｡

水線上正面投影面積は、実績データの統計式より

算出しており、船種と全長 Loa、船幅 B から決定

される 6)｡ 
 

fwaxaa AVCR 2

2
1                       (2.9) 

 ここで、ρa：空気密度、Vw：風速、Af：正面

投影面積である｡ 
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c)負荷増加時のプロペラ効率 
 プロペラの効率は、その作動条件によって変化

するので、実海域において風や波で抵抗が増加し

た場合にはプロペラ特性曲線を用いてプロペラ効

率を推定する必要があるが、プロペラ効率が運動

量理論によって支配される部分が大きいところか

ら、(2.10)式により負荷が増減した場合のプロペ

ラ効率を求めている。 
 

'11

11
'

T

T
OO

C

C




                     (2.10) 

 
 ここで、基準となるプロペラ効率η0 は、運動

量理論から得られる理想効率をベースに、翼型の

形状抵抗による損失や旋回流による損失などを考

慮した(2.11)式により推定する 7)｡ 
 

B
p

Eidealoo x
D
Ha 286.00794.00641.0_   (2.11) 

 
 ここで、ηo_ideal は理想効率、aE は展開面積比、

H/Dp はピッチ比、xB はボス比である｡ 
 

2.2.5 エンジン性能 
 約 300[kW]～10 万[kW]の範囲の約 660 種の主

機データベースから、馬力と回転数が適合するも

のを抽出する｡2 種以上の主機が抽出された場合

はシリンダ数、主機長さ、燃費率、重量の順序で

優先順位をつけている｡ 
 出力の変化に対する主機燃費率 FOCR の変化

は、カタログ記載の数値から得られる MCR での

燃費率 FOCR100を基準とし、(2.12)式および(2.13)
式で推定される 75%MCRと 50%MCRでの燃費率

FOCR75、FOCR50 の 3 点を通る 2 次曲線で与えら

れる｡ 
 

0136.1)ln(104856.2 3

100

75   MCR
FOCR
FOCR    (2.12) 

0.1
100

50 
FOCR
FOCR                          (2.13) 

 
 ここで、MCR はその主機の連続最大出力[kW]、
FOCR50 および FOCR75、FOCR100 はそれぞれ

50%MCR と 75%MCR、100%MCR での主機燃費

率である｡ 

 
2.3 ツインスケグ船型の性能推定法 
 ツインスケグ型 2 軸船の場合は、主に船首部形

状に起因する造波抵抗以外は、同船型特有の船尾

形状を考慮して、浸水表面積、形状影響係数およ

び自航要素の推定において以下に示すように 1 軸

船とは別の推定式を用いている 8)。 
 
2.3.1 浸水表面積 
 ツインスケグ船型の浸水表面積は、トンネル部

内側の面積が、1 軸船より増えていると考えれば

良いので、(2.14)式による近似式を用いる。 
 

SKEGSKEGWW HLsingleSS  6.0)(           (2.14) 

 
 ここで、Sw(single)は 1 軸船の浸水表面積、

LSKEG 、 HSKEG はそれぞれスケグ長さ、スケグ高

さを意味する。 
 
2.3.2 形状影響係数 
 形状影響係数は、船尾の片側を 1 軸船と見なし

た船尾肥大度係数 p'(=p /2)とトンネル傾斜角の
補正を考慮して次式で表す。 
 

KpK  05.0'25.2                   (2.15) 

.deg10518.0)ln(223.0  K       (2.16) 

 
2.3.3 自航要素 
 自航要素のうち 1-t と 1-wt の求め方を示す。 
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2.4 ユーザーカスタマイズ機能 
 これまでの HOPE LIGHT は当所の水槽試験デ

ータに基づく回帰式を用いていたため、どのユー

用し、フレームライン形状の指標であるフレーム

ラインファクターFF をパラメータに導入した。

フレームラインファクターは前述したように形状

影響係数 K を支配しているので、同じγA の船型

でも形状影響係数 K の大きい U 型フレームライ

ン船型のほうが不安定ループ幅は減少する｡ 
 HOPE LIGHT では推定されたループ幅が許容

値を超える場合は、超過角度に対応する分だけ舵

面積を増加させている｡超過角度と舵面積の増加

率は、MMG モデルによる操縦シミュレーション

と山田 2)により調査されたループ幅と舵面積比を

参考に決定した｡図 2－2 に示したのは、ある船型

の舵面積を半分および 2 倍にした場合の逆スパイ

ラル試験のシミュレーション結果である｡図 2－2
および文献 2)から読み取ったループ幅の変化に

対する舵面積比の変化率を表 2－1 に示す｡ループ

幅 を 1.0[deg.] 変 化 さ せ る た め に 0.10 ～

0.20[%Lppd]の舵面積変化が必要であることが分

かる｡これを踏まえ、HOPE LIGHT ではループ幅

の 許 容 値 か ら の 超 過 角 度 1.0[deg.] に 対 し 約

0.15[%Lppd]の割合で、前項で求めた舵面積を増加

させている｡ 
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図 2－2 異なる舵面積を持つ船舶の定常旋回性能

の比較 

 

表 2－1 ループ幅の変化に対する舵面積比の変化

率 

 Ratio(%Lppd/deg.)
MMG simulation 0.10 

Mariner type rudder 0.14 
Inverse-G type rudder 0.20 

 

2.2.4 実海域性能 
 実海域性能として、波と風による抵抗増加およ

び所要馬力増加に伴うプロペラ単独効率の変化を

考慮している｡ 
 

a)規則波中および不規則波中抵抗増加 
 規則波中抵抗増加計算法は、短波長域での計算

精度を向上させるため、藤井・高橋 3)によって反

射波抵抗増加成分の導入が行われたが、藤井・高

橋の式は詳細な船体形状を必要とするので、

HOPE LIGHT では藤井・高橋の式をさらに簡略

化し、船体の主要目だけから反射波成分が推定で

きる (2.6)式を提案している 4)｡ 
 HOPE LIGHT の方法と藤井・高橋の式の違い

は、上記の簡略化のほかに 3 つあり、まず速度影

響を示すフルード数に船幅 B を用い、反射波は船

首部だけで決定され船長に影響されないとしたこ

と、次にブラントネス係数は、船体前半部柱形係

数 Cpf から台形近似された Cp 曲線を Cw 曲線の代

用として算出すること、最後に不規則波への換算

は、規則波中抵抗増加が入射波の周波数によらず

一定で与えられると仮定して得られる結論「不規

則波中抵抗増加は、規則波中抵抗増加の半分」と

したことなどである｡ 
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 ここで、ρ：海水密度、g：重力加速度、λa：

入射波振幅、Lpp：垂線間長、B：船幅、Cpf：船体

前半部柱形係数、Vs：船速、C1、 C2 はそれぞれ

喫水影響係数、速度影響係数である｡ 
 当所の一組織、海の 10 モードセンターで開発

された同計算法に基づく推定値と実船計測データ

の比較からは、Beaufort Scale 6 までの一致度は

十分であることを確認した。 
 

b)風圧抵抗 
 正面向かい風状態と仮定し(2.9)式で与える｡風

圧抵抗係数 Cx は藤原らの方法 5)で推定している｡

水線上正面投影面積は、実績データの統計式より

算出しており、船種と全長 Loa、船幅 B から決定

される 6)｡ 
 

fwaxaa AVCR 2

2
1                       (2.9) 

 ここで、ρa：空気密度、Vw：風速、Af：正面

投影面積である｡ 
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ザーにも同等の精度で推定値を示すことは難しか

った｡今回、主な推定式（K、 Sw、 rw、自航要素、

重量、コスト）を公開し、係数を変更可能にする

ことで、ユーザーが蓄積したデータを随時反映で

きるようにした｡一例として Denny の式に基づく

Sw の推定式を(2.22)式に示す｡また、係数の既定値

と変更例を表 2－2 に、あるタンカー船型におけ

る推定曲線の変化を図 2－3 に示す｡ 
 

WLbW LBCCSdCSS  )21(            (2.22) 

 
 ここで、d；喫水、B；船幅、LWL；水線長、Cb；

方形係数、CS1 および CS2 は係数である｡ 
 

表 2－2 浸水表面積推定式の係数 

 
Coefficient 

Original Modified 
CS1 1.7705 1.7705 
CS2 1.0 1.1 
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図 2－3 浸水表面積推定曲線の比較 

 
2.5 試計算例 
2.5.1 平水中と波浪中馬力曲線 
 コンテナ船 (Cb=0.65)とバルクキャリア (Cb= 
0.85)について、HOPE LIGHT による推定法とハ

イブリッド計算法 9)により不規則波中抵抗増加係

数を計算した｡図 2－ 4 に示すように、HOPE 
LIGHT による推定法が実用上十分な精度である

ことを確認した｡ 
 平水中および Beaufort Scale 6 (BF6)での波浪

中馬力曲線を図 2－5 および図 2－6 に示す｡平水中

馬力に対する波浪中馬力の割合は相対的にバルク

キャリアの方が大きく、BF6 でも 2.0 [knot]前後の

船速低下が予想される結果となった｡ 
 
2.5.2 1 軸船とツインスケグ型 2 軸船の性能比較 

 VLCC クラスで同一要目の 1 軸船およびツイン

スケグ型 2 軸船を想定し、載貨重量 DW に対する 
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図 2－5 コンテナ船の馬力曲線 
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図 2－6 バルクキャリアの馬力曲線 

 
所要馬力 BHP と DW の比 BHP/DW の変化を図 2
－7 に示す｡ツインスケグ型 2軸船の BHP/DWは、

同一 DW における 1 軸船のそれよりも約 10 [%]低
く、輸送トンマイル当たりの燃費向上に効果的で

あることが分かる｡ 
 DW の変化に対し BHP/DW が急激に増加する

ポイントは、ツインスケグ型 2 軸船の方がより大

きな DW 側にあり、載貨重量増と燃費向上の両立

が期待できる結果が得られた｡この要因は、船型を

ツインスケグ型 2 軸船とすることが針路安定に寄

与し、1 軸船では実現困難な船尾肥大度が可能と

なるため浮心位置 lcb を船尾側へ移動でき、相対

的に痩せる船首側が造波抵抗の増加を抑えている

ためと考えられる｡ 
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図 2－7 同一要目の VLCC を 1 軸船およびツインス

ケグ型 2 軸船とした場合の BHP/DW の比較 

 
2.5.3 主機選定 
 プロペラ直径を固定した場合の主機選定結果の

一例を図 2－8 に示す｡性能面から要求される馬力

と回転数の組み合わせに適合する主機がデータベ

ースから抽出され、レイアウトポイントだけでな

く、燃費率や重量、長さなどの情報も得られる｡ 
馬力と回転数が適合するデータベース内の主機で

あれば、ユーザーが指定する主機の燃費率 FOCR
や重量を用いた推定を行うこともできる｡ 
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図 2－8 主機選定結果 

 
2.6 まとめ 
 HOPE LIGHT の概要と試計算例を紹介した｡

本プログラムは要目だけから平水中および波浪中

性能の推定、建造コストおよび燃料費の推定がで

き、さらにプロペラ要目および舵要目の決定、最

適な主機の選定等を行うことができる｡初期設計

段階における性能・コストの推定に有効なプログ

ラムであり、CFD 等の詳細な船体形状を扱える数

値計算ツールと補完的に使用することで、船型開

発に要するリードタイム短縮に寄与できると考え

ている｡ 
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3.格子生成システムの開発 

 
 CFD は、流体力学的性能を推定する有力なツー

ルとして、船舶流体力学の分野においても広く活

用されている。一方、船型設計には通常 CAD ソ

フトウェアを用いるが、CFD 計算に必須な計算格

子生成ソフトウェアとは、独立している。このた

め、効率的な船型設計には、両者のインターフェ

ザーにも同等の精度で推定値を示すことは難しか

った｡今回、主な推定式（K、 Sw、 rw、自航要素、

重量、コスト）を公開し、係数を変更可能にする

ことで、ユーザーが蓄積したデータを随時反映で

きるようにした｡一例として Denny の式に基づく

Sw の推定式を(2.22)式に示す｡また、係数の既定値

と変更例を表 2－2 に、あるタンカー船型におけ

る推定曲線の変化を図 2－3 に示す｡ 
 

WLbW LBCCSdCSS  )21(            (2.22) 

 
 ここで、d；喫水、B；船幅、LWL；水線長、Cb；

方形係数、CS1 および CS2 は係数である｡ 
 

表 2－2 浸水表面積推定式の係数 

 
Coefficient 

Original Modified 
CS1 1.7705 1.7705 
CS2 1.0 1.1 
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図 2－3 浸水表面積推定曲線の比較 

 
2.5 試計算例 
2.5.1 平水中と波浪中馬力曲線 
 コンテナ船 (Cb=0.65)とバルクキャリア (Cb= 
0.85)について、HOPE LIGHT による推定法とハ

イブリッド計算法 9)により不規則波中抵抗増加係

数を計算した｡図 2－ 4 に示すように、HOPE 
LIGHT による推定法が実用上十分な精度である

ことを確認した｡ 
 平水中および Beaufort Scale 6 (BF6)での波浪

中馬力曲線を図 2－5 および図 2－6 に示す｡平水中

馬力に対する波浪中馬力の割合は相対的にバルク

キャリアの方が大きく、BF6 でも 2.0 [knot]前後の

船速低下が予想される結果となった｡ 
 
2.5.2 1 軸船とツインスケグ型 2 軸船の性能比較 

 VLCC クラスで同一要目の 1 軸船およびツイン

スケグ型 2 軸船を想定し、載貨重量 DW に対する 
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図 2－5 コンテナ船の馬力曲線 
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図 2－6 バルクキャリアの馬力曲線 

 
所要馬力 BHP と DW の比 BHP/DW の変化を図 2
－7 に示す｡ツインスケグ型 2軸船の BHP/DWは、

同一 DW における 1 軸船のそれよりも約 10 [%]低
く、輸送トンマイル当たりの燃費向上に効果的で

あることが分かる｡ 
 DW の変化に対し BHP/DW が急激に増加する

ポイントは、ツインスケグ型 2 軸船の方がより大

きな DW 側にあり、載貨重量増と燃費向上の両立

が期待できる結果が得られた｡この要因は、船型を

ツインスケグ型 2 軸船とすることが針路安定に寄

与し、1 軸船では実現困難な船尾肥大度が可能と

なるため浮心位置 lcb を船尾側へ移動でき、相対

的に痩せる船首側が造波抵抗の増加を抑えている

ためと考えられる｡ 
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ースを共通とし、CAD と CFD のソフトウェア組

合わせる必要がある 1)。 
 本研究では、付加物などの複雑な形状を有する

実用船型の流体力学的性能が推定できるように、

局所細分化が可能な非構造六面体格子生成ソフト

ウ ェ ア HEXPRESS( ベ ル ギ ー NUMECA ・

International 社製)を適用することとした。また、

CAD には NAPA(フィンランド NAPA 社製船舶設

計システム)、NS コードには当所で開発を進めて

いる SURF を用い、これらのソフトウェアを組合

わせることにより、効率的に流体力学的性能を推

定するシステムを開発した。本システムの有効性

を確認するために、複雑形状を有する船型に対す

る計算機上の抵抗・自航計算結果を水槽試験結果

と比較したので以下に報告する。 
 
3.1 NAPA と HEXPRESS の導入 

 図 3－1 に示すように、CAD（NAPA）を用い

て船型を決定し、得られた CAD データから

HEXPRESS を用いて CFD 計算の前処理である

計算格子を生成する。次に、船のまわりの流れを

CFD 計算（SURF）し、後処理により流体力学的

性能を評価する。評価した結果が満足するもので

あれば、水槽試験で性能確認を行い、さらに性能

を追求する必要があれば再度同じループを回す。

本作業のデータの受け渡しをインターネットで介

することにより、複数の機関との共同作業も容易

に行うことが可能になる。以下に、個々の要素に

関して概説する。 
 
3.1.1 NAPA 

3 次元船舶 CAD として、非常に定評が高く、か

つ造船所で多用されている NAPA を用いた。一例

として、2 軸スケグ船型に対する正面図、ライン

ズを図 3－2 に示す。 
 

3.1.2 HEXPRESS 

 格子生成ソフトウェアとして、複雑な形状まわ

りの計算格子生成に適した HEXPRESS を用いた
2)~4)。本ソフトウェアで生成される非構造格子は

すべて六面体であり、粗い初期格子が段階的に細

分化され、n 段階目では 2n 分割となる。細分化の

最大回数や船体表面上でのセルの大きさの目標値

を指定することができる。また、船首尾部や船体

付加物近傍、自由表面近傍等は特に解像度を高め

たい領域であるが、直方体による領域(box)指定に

より、局所的な細分化設定も可能である。境界層

領域では、物体表面と交差する直方体の格子が消

去され、その空隙に物体形状に沿った形状の格子

が生成される。1 層目の格子厚さは指定でき、境

 
図 3－1 CAD/CFD を組合わせた設計システム 

 

 
図 3－2 2 軸スケグ船型（NAPA） 

 

界層を解像するための層数は、任意指定または格

子間隔の拡大率を維持するよう決定される。 
 

3.1.3 SURF 

 流れ解析には当所で開発を進めている非構造格

子対応の粘性流体解析ソフト SURF5)を使用した。

SURF は非圧縮性レイノルズ平均ナビエ-ストーク

ス方程式に疑似圧縮性を仮定して定常解を求める

手法に基づくソルバーである。空間離散化には非

構造格子ベースの有限体積法を用いており、1 つの

セル面に複数のセル面が接する局所細分化格子に

も対応している。SURF は、1 方程式や 2 方程式の

各種乱流モデルを選択できるが、本研究ではオリ

ジナルの Spalart- Allmaras モデルを用いた。自由

表面解析には Level-Set 法を採用している。また、

自航計算には無限翼数理論に基づく簡易プロペラ

モデルを用いている。 
 
3.2 試計算例 

3.1 項で概説した CAD/CFD 組合わせ設計システ

ムの検証を行うために、ツインスケグ 2 軸船型と

シャフトブラケットがついた 2 軸高速船型の CFD
計算を行い、水槽試験結果と比較した。 
 
3.2.1 ツインスケグ 2 軸船型 
 計算対象とした船型は、文献 6)の M.S.No.0334
であり、その主要目を表 3－1 に示す。 
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表 3－1 2 軸スケグ船の主要目 

Length between perpendiculars Lpp 270.0m
Breadth B 45.0m
Draft d 12.0m
Block coefficient CB 0.7025

 
(i) 計算格子 

 ツインスケグ 2 軸船の計算領域の形状は直方体

である。抵抗・自航計算ともに流場の対称性を考

慮し左舷側のみの計算を行った。船首(F.P.)におけ

る静止水面位置を原点とし、長さは全て垂線間長

Lpp で無次元化している。計算領域は表 3－2 に示

す通りである。なお、船は-x 方向に進むものとし

ている。 
 初期格子の間隔は x, y, z 全方向ともに 0.167 と

した。船体表面での目標セルサイズは、x, y, z 全

方向とも 0.005 としたが、これは初期格子の 5 回

分割(n=5)に相当する。境界層格子の層数は 50 層、

1 層目の厚さは 1.76×10-6 とした。さらに自由表面

計算時には、自由表面を解像するために x 方向

0.167、y 方向 0.167、z 方向 0.0013 とする局所細

分化領域(box)を、-1≦x≦3, -2≦y≦0, -0.015≦z
≦0.04 の範囲に設定した。 
 また、格子依存性の確認のために上述の二重模

型流れ用格子を船体表面でさらに 1 段階細分化

(n=6)した格子と、舵付き計算のために舵表面を局

所細分化(n=9)した格子も生成した。 
 このようにして生成した計算格子を図 3－3 およ

び図 3－4、格子セル数等の格子情報を表 3－3 に示

す。なお、Grid ID の文字列に使用した R は 
Refinement(細分化)を表し、続く数字は船体表面

での格子の細分化回数を意味する。また、RUD は

舵付き、FS は自由表面付きである。 
 

表 3－2 計算領域 

 Double model 
flow Free surface flow

Solution domain 
-1≦x≦3 (F.P.=0, A.P.=1), 

-2≦y≦0  
-2≦z≦0 -2≦z≦0.04 

Minimum spacing 
on wall 1.76×10-6   

Damping zone x≧2, y≦-1 
 

表 3－3 計算セル数等の格子情報 

Grid 
ID 

Free 
surface Rudder 

Cell 
number 

(mil.) 

Target cell size 
on wall 

Hull Rudder
R6 w/o w/o 4.68mil. 0.0026 -
R5 w/o w/o 1.25mil. 0.005 -
R5_R
UD w/o with 2.25mil. 0.005 0.0003

R5_FS with w/o 2.83mil. 0.005 -

 
図 3－3  二重模型流れ用計算格子(R5) 

 
 

 
図 3－4  自由表面流れ用計算格子(R5_FS) 

 
 
(ii) 計算結果 

 計算は、Rn=8.07×106 で、二重模型流れと設計

速度（Fn=0.21）で行った。 
 
抵抗性能 
 二重模型流れ解析で得られた形状影響係数

(1+K)の実験値との比較を表 3－4 に示す。船体表

面格子密度が高い R6 は、R5 に比べて計算値が実

験値に近づいており、船体近傍の格子数を増加さ

せることにより、形状影響係数の推定精度の向上

が期待できる。なお、相当平板の摩擦抵抗係数は、

Schoenherr Line である。 
 造波抵抗に関しては、図 3－5 に示すように

Fn=0.21 付近の実験結果に見られるわずかな

Hump も捉えている。また、最も低速である

Fn=0.17 において、R5_FS の計算結果は他の速度

の場合と比べ、実験値よりやや低めに推定されて

いる。これは、低速時の小さい造波を解像しきれ

ていないためであり、静止水面近傍の z 方向格子

密度を 2 倍に高めた R5_FS’の結果ではわずかでは

あるが改善が見られる。 
 

ースを共通とし、CAD と CFD のソフトウェア組

合わせる必要がある 1)。 
 本研究では、付加物などの複雑な形状を有する

実用船型の流体力学的性能が推定できるように、

局所細分化が可能な非構造六面体格子生成ソフト

ウ ェ ア HEXPRESS( ベ ル ギ ー NUMECA ・

International 社製)を適用することとした。また、

CAD には NAPA(フィンランド NAPA 社製船舶設

計システム)、NS コードには当所で開発を進めて

いる SURF を用い、これらのソフトウェアを組合

わせることにより、効率的に流体力学的性能を推

定するシステムを開発した。本システムの有効性

を確認するために、複雑形状を有する船型に対す

る計算機上の抵抗・自航計算結果を水槽試験結果

と比較したので以下に報告する。 
 
3.1 NAPA と HEXPRESS の導入 

 図 3－1 に示すように、CAD（NAPA）を用い

て船型を決定し、得られた CAD データから

HEXPRESS を用いて CFD 計算の前処理である

計算格子を生成する。次に、船のまわりの流れを

CFD 計算（SURF）し、後処理により流体力学的

性能を評価する。評価した結果が満足するもので
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を追求する必要があれば再度同じループを回す。

本作業のデータの受け渡しをインターネットで介

することにより、複数の機関との共同作業も容易

に行うことが可能になる。以下に、個々の要素に

関して概説する。 
 
3.1.1 NAPA 

3 次元船舶 CAD として、非常に定評が高く、か

つ造船所で多用されている NAPA を用いた。一例

として、2 軸スケグ船型に対する正面図、ライン

ズを図 3－2 に示す。 
 

3.1.2 HEXPRESS 

 格子生成ソフトウェアとして、複雑な形状まわ

りの計算格子生成に適した HEXPRESS を用いた
2)~4)。本ソフトウェアで生成される非構造格子は

すべて六面体であり、粗い初期格子が段階的に細

分化され、n 段階目では 2n 分割となる。細分化の

最大回数や船体表面上でのセルの大きさの目標値

を指定することができる。また、船首尾部や船体

付加物近傍、自由表面近傍等は特に解像度を高め

たい領域であるが、直方体による領域(box)指定に

より、局所的な細分化設定も可能である。境界層

領域では、物体表面と交差する直方体の格子が消

去され、その空隙に物体形状に沿った形状の格子

が生成される。1 層目の格子厚さは指定でき、境

 
図 3－1 CAD/CFD を組合わせた設計システム 

 

 
図 3－2 2 軸スケグ船型（NAPA） 

 

界層を解像するための層数は、任意指定または格

子間隔の拡大率を維持するよう決定される。 
 

3.1.3 SURF 

 流れ解析には当所で開発を進めている非構造格

子対応の粘性流体解析ソフト SURF5)を使用した。

SURF は非圧縮性レイノルズ平均ナビエ-ストーク

ス方程式に疑似圧縮性を仮定して定常解を求める

手法に基づくソルバーである。空間離散化には非

構造格子ベースの有限体積法を用いており、1 つの

セル面に複数のセル面が接する局所細分化格子に

も対応している。SURF は、1 方程式や 2 方程式の

各種乱流モデルを選択できるが、本研究ではオリ

ジナルの Spalart- Allmaras モデルを用いた。自由

表面解析には Level-Set 法を採用している。また、

自航計算には無限翼数理論に基づく簡易プロペラ

モデルを用いている。 
 
3.2 試計算例 

3.1 項で概説した CAD/CFD 組合わせ設計システ

ムの検証を行うために、ツインスケグ 2 軸船型と

シャフトブラケットがついた 2 軸高速船型の CFD
計算を行い、水槽試験結果と比較した。 
 
3.2.1 ツインスケグ 2 軸船型 
 計算対象とした船型は、文献 6)の M.S.No.0334
であり、その主要目を表 3－1 に示す。 
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表 3－4 形状影響係数の比較 

 Grid ID Rudder 1+K 
Experiment - with 1.17 

CFD 
R6 w/o 1.19 
R5 w/o 1.24 

R5_RUD with 1.25 
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図 3－5 造波抵抗係数の比較 

 
自航性能 
 Ship Point における自航計算の結果を表 3－5 に

示す。いずれも二重模型流れ解析であり、プロペ

ラ回転方向は内回りである。 
 1-t に関しては、船体表面格子密度の影響はほぼ

なかったが、1-wt には変動があり、格子密度が不

十分であることが分かった。これより、異なる船

型間で 1-wt を比較する際には船尾周りの格子密度

を合わせ、さらに推定精度を高めるには格子数を

高めることが必要である。ただし、乱流モデルが

不充分であることから、1-wt の定量的な推定には、

実験値との相関を取ることが望ましい。 
 次に、1-wt に対する舵の影響は R5 と R5_RUD
の差から 0.027 となる。上述したように、格子依

存性がとりきれてはいないが、概ね妥当な値を算

出している。 
 

表 3－5 自航要素の比較 

 Grid ID Rudder 1-t 1-wt
Experiment - with 0.838 0.645

CFD 
R6 w/o 0.875 0.725
R5 w/o 0.873 0.736

R5_RUD with 0.838 0.709
 
船体表面圧力 
 R5 と R6 の格子を用いて得られた船体表面圧力

分布の比較を図 3－6 に示す。船首端近傍の主流方

向格子密度が R5 では相対的に低く、変化の激しい

流れを計算するには格子がまだ粗いことがわかる。

非構造六面体格子では大幅な計算格子数の増加を

伴うことなく船型の解像度を上げることが可能な

ため、粘性圧力抵抗の推定精度の向上が期待でき

る。 

 

     
(Grid R5)             (Grid R6) 

 
図 3－6 船首まわりの船体表面圧力の比較 

 
伴流分布 
 実験と R5、R6 の公称伴流分布およびプロペラ

面における計算格子を図 3－7 に示す。プロペラ面

における格子密度は R5 では不十分であり、伴流分

布も実験と比べて拡散的な結果になっている。一

方、R6 程度まで細分化すれば、伴流のくびれも再

現できている。 
 
 

 

 

 
図 3－7 プロペラ面における公称伴流分布と計算

格子（上から実験、R5、R6） 
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波紋 
 船体周り波高分布の CFD 計算結果を静止時水面

の計算格子と合わせ図 3－8 に示す。本計算に用い

た R5_FS は自由表面近傍に局所細分化領域を設定

したものの、z 方向のみの細分化であるため、x, y
方向の格子サイズは船体から離れるにしたがい急

激に大きくなる。曳き波の評価など広範囲で高い

精度が必要な場合は、x, y 方向の細分化を追加する

ことで対応できる。 
 

 
図 3－8 波紋分布と静止水面での計算格子 

 
3.2.2 シャフトブラケットがついた 2 軸高速船型 
 計算対象とした船型は、文献 7)の 2 軸の高速フ

ェリー（MS No.737）であり、この模型船の主要

目を表 3－6 に示す。今回は付加物（シャフトブラ

ケット）のあり・なし状態ともに計算を行い、実

験結果と比較した。 
 

表 3－6 2 軸高速フェリー船の主要目 

Length between perpendiculars LPP 187.0m
Breadth B  28.0m
Draft d   7.0m
Block coefficient CB 0.4815

 

(i)計算格子 
 計算領域、初期格子および自由表面方向の細分

化はツインスケグ 2 軸船と同様である。初期格子

の細分化回数は、船体表面で 5 ないし 6 回（格子

サイズ約 0.0052 ないし約 0.0026）、付加物表面で

8 回（同、約 0.0007）とした。生成した格子を図 3
－9 に示す。セル数は付加物あり・なしの場合で

各々約 740 万セル、約 130 万セルであった。また、

二重模型流れの場合のセル数は、付加物あり・な

しで各々約 340 万セル、37 万セルであった。 
 
(ii)計算結果 

 計算は Rn=2.1×107 で、二重模型流れと設計速

度（Fn=0.3833）で行った。 
 
抵抗性能 
 Schoenherr ベースの形状影響係数 1+K と造波

抵抗係数 rw を表 3－7 に示す。1+K に関しては、

 
図 3－9 シャフトブラケット付き 2 軸船まわりの

計算格子(左：x 断面、右：船尾まわり)  

 
表 3－7 形状影響係数と造波抵抗の比較 

 Without appendage With appendage 
 Measured Computed Measured Computed
1+K 1.10 1.10 1.27 1.26 
rw 7.88×10-3 6.60×10-3 7.82×10-3 6.28×10-3

 
付加物の有無にかかわらず計算は実験結果の傾向

をよく再現している。一方、造波抵抗に関しては、

両者ともに実験値より低く、また、付加物の有無

による影響が実験に比べて大きい。 
 
流場 
 自由表面計算における計算格子と波高分布を図

3－10 に示す。付加物の有無により造波の様子（特

に船尾）が大きく異なっており、前述した rw の差

に対応している。これは自由表面近傍における水

平方向の格子密度の違いのためと考えられ、造波

抵抗に関して詳細な議論を行うためには細部に亘
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公称伴流係数を表 3－8 に示す。計算結果は実験値

に比べて全体的に拡散的な伴流分布になっており、

1-wn も同様の傾向を示す。これは、格子分布が壁

の近傍では細かいが、少し離れた領域において急

激に粗くなっているためと考えられる。 
 

 
図 3－10 計算格子と波紋の比較(Δh=0.0005) 
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存性がとりきれてはいないが、概ね妥当な値を算

出している。 
 

表 3－5 自航要素の比較 

 Grid ID Rudder 1-t 1-wt
Experiment - with 0.838 0.645

CFD 
R6 w/o 0.875 0.725
R5 w/o 0.873 0.736

R5_RUD with 0.838 0.709
 
船体表面圧力 
 R5 と R6 の格子を用いて得られた船体表面圧力

分布の比較を図 3－6 に示す。船首端近傍の主流方
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流れを計算するには格子がまだ粗いことがわかる。
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図 3－11 プロペラ面における公称伴流の比較 

(x =0.98235)(Δu=0.1) 

 

表 3－8 公称伴流係数の比較 

 Without appendage With appendage 
 Measured Computed Measured Computed
1-wn 0.97 0.946 0.98 0.929 
 
3.3 まとめ 
 付加物などの複雑な形状を有する実用船型の流

体力学的性能を効率的に推定できるように、

CAD/CFD を組合わせた設計システムを開発した。 
 次に、そのシステムの性能推定に対する妥当性

を検証するために、ツインスケグ 2 軸船型とシャ

フトブラケットがついた 2 軸高速船型に対して計

算機上で抵抗・自航試験を行い、水槽試験結果と

比較した。結果は、両船型ともに計算値と実験値

とは良好な相関を得、付加物に対しても本システ

ムが有効であることが確かめられた。 
 
 

参考文献 

 
1) T. Hino and N. Hirata ： A CAD/CFD 

Integration System for Ship Hull Form 
Design 、 Proceedings of World Maritime 
Conference of Marine Technology 、 The 
Society of Naval Architects & Marine 
Engineers（2004） 

2) 浦野幸子、平田信行、日野孝則：局所的に細分

化された非構造六面体格子を用いた船体周りの

自由表面流れ解析、第 22 回数値流体力学講演論

文集、F10-4（2008） 
3) 浦野幸子、平田信行、日野孝則：局所的に細分

化された非構造六面体格子を用いた船体周りの

流れ解析における格子依存性、日本船舶海洋工

学会講演会論文集、第 8 号（2009）、pp.287-290 

4) 久米健一、平田信行：局所的に細分化された非

構造六面体格子を用いた双胴船尾船型の流れ解

析、第 23 回数値流体力学講演論文集、C8-1
（2009） 

5) T. Hino：Navier-Stokes Computations of Ship 
Flows on Unstructured Grids、Pro- ceedings 
of the 22nd Symposium on Naval 
Hydrodynamics（1998） 

6) 川上善郎、柳原健、堀利文、田中陽、岩崎泰典：

Twin-skeg stern 船型の推進性能に関する実験

的研究－幅方向 skeg 位置の変化および skeg 間

tunnel 部の船底の傾斜の変化が推進性能におよ

ぼす影響－、船舶技術研究所報告、第 18 巻、第

6 号（1981）、pp.283-314 
7) 日夏宗彦、辻本勝、平田信行、小林寛、小川剛

孝、長谷川純、塚田吉昭、深澤良平、日野孝則、

石田茂資、右近良孝：SBD の概念による実海域

性能を考慮した高速船の船型設計法の研究、海

上技術安全研究所報告、第 7 巻、第 2 号（2007）、
pp.139-162 

 
 

4.海象適応航法システム（WAN）の開発 

 
 陸上交通から海上交通へのモーダルシフトを一

層推進するためには、物流システムでの一つの輸

送モードとして船舶を捉え、輸送モードとしての

船舶の弱点を克服する必要がある。輸送モードと

しての船舶に改善が求められる点は、定時性を向

上させることにある。 
 また、定時性を確保するとともに、燃料消費量、

CO2 排出量の一層の低減が求められることとなる。 
一方、船舶は他の輸送モードに比べ、自然環境

の影響を大きく受けることに特徴がある。すなわ

ち、船舶は実海域を航行するときに、波、風によ

り速力を低下させることとなる。この実海域での

速力低下量を精度よく推定するとともに、海象状

況の変化を予測し、あらかじめ増速または減速さ

せることにより、定時性を確保し、かつ省燃費、

環境負荷の小さい航行を行うことが求められる。

このことを可能とする技術開発を目的に海象適応

航法システム（Weather Adaptive Navigation 
system：以下 WAN と呼ぶ）の開発を行った 1), 2)。  
 
4.1 対象船・対象航路 
 WAN シミュレーションを行う対象とする船舶

を図 4－1 に示すパナマックス型コンテナ船とし

た。主要目を表 4－1 に示す。 
 

 W����u� ��������� 

 W��� ��������� 
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図 4－1 パナマックス型コンテナ船 

 

表 4－1 主要目 

Item Dimensions
length between 
perpendiculars ( ppL ) 282 m 

breadth ( B ) 32.3 m 
draft ( d ) 11.8 m 
main engine output ( MCR ) 
and the revolution ( PN ) 

36,500 kW
93.0 rpm 

designed speed ( sU ) 23 knot 
 
 シミュレーションを行う航路は北大西洋航路

（ルアーブル－ニューヨーク間）とし、図 4－2
に示す。図中、ルアーブル－ニューヨーク間の大

圏航路を GCR とし、大圏航路は地形的制約等に

より航行できないことから、通常使用されるウェ

イポイントを使用した標準航路を初期航路として、

「initial route」とする。また、航路計画で使用

する限界線を「limit」として示す。 
 

50W 60W 70W 20W 30W 40W 10W 0W

40N

50N

Le Havre

New York 

43°N, 50°W 

46°35'N, 52°30'W 

49°N, 5°W

41°N, 70°W 

GCR limitinitial route  
図 4－2 北大西洋航路（ルアーブル－ニューヨー

ク間）（正距方位図法） 

 
4.2 海象予測データ 
 WAN に必要となる海象予測データは日本気象

庁が配信する数値予測による格子点値（全球スペ

クトルモデル GSM、全球波浪モデル GWM）を使

用する。 
 海象予測は、6 時間間隔で最大 192 時間先まで、

提供され、空間解像度は緯度経度 1.25 度である。

この海象予測値のうち、平均風速（Vw）、平均風

向（γ：向風を 0 度とする）、有義波高（H）、卓越

周期（Tp）、主波向（χ：向波を 0 度とする）を使

用 す る 。 な お 、 卓 越 周 期 （ Tp ） は 、 修 正

Pierson-Moskowitz 型波スペクトラムでの関係か

ら、(4.1)式により、平均波周期（T）に換算する。  
 

pTT 772.0                            (4.1) 
 
 海流データはパイロットチャートをデジタル化

し、データベース化したものを使用した。格子間

隔は緯度経度 2.5 度であり、各月毎にデータベー

ス化されている。 
 図 4－3 に、北大西洋における有義波高（2007
年 2 月 10 日、00UTC での 6 時間先予測値）と、

海流データを示す。対象航路上で、低気圧による

高波高域が 3 つある状況が分かる。 
 

 
図 4－3 北大西洋の有義波高（上）と海流（下） 

 

 
図 3－11 プロペラ面における公称伴流の比較 

(x =0.98235)(Δu=0.1) 

 

表 3－8 公称伴流係数の比較 

 Without appendage With appendage 
 Measured Computed Measured Computed
1-wn 0.97 0.946 0.98 0.929 
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を検証するために、ツインスケグ 2 軸船型とシャ

フトブラケットがついた 2 軸高速船型に対して計

算機上で抵抗・自航試験を行い、水槽試験結果と

比較した。結果は、両船型ともに計算値と実験値

とは良好な相関を得、付加物に対しても本システ

ムが有効であることが確かめられた。 
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4.海象適応航法システム（WAN）の開発 

 
 陸上交通から海上交通へのモーダルシフトを一

層推進するためには、物流システムでの一つの輸

送モードとして船舶を捉え、輸送モードとしての

船舶の弱点を克服する必要がある。輸送モードと

しての船舶に改善が求められる点は、定時性を向

上させることにある。 
 また、定時性を確保するとともに、燃料消費量、

CO2 排出量の一層の低減が求められることとなる。 
一方、船舶は他の輸送モードに比べ、自然環境

の影響を大きく受けることに特徴がある。すなわ

ち、船舶は実海域を航行するときに、波、風によ

り速力を低下させることとなる。この実海域での

速力低下量を精度よく推定するとともに、海象状

況の変化を予測し、あらかじめ増速または減速さ

せることにより、定時性を確保し、かつ省燃費、

環境負荷の小さい航行を行うことが求められる。

このことを可能とする技術開発を目的に海象適応

航法システム（Weather Adaptive Navigation 
system：以下 WAN と呼ぶ）の開発を行った 1), 2)。  
 
4.1 対象船・対象航路 
 WAN シミュレーションを行う対象とする船舶

を図 4－1 に示すパナマックス型コンテナ船とし

た。主要目を表 4－1 に示す。 
 

 W����u� ��������� 

 W��� ��������� 
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4.3 性能推定 
 WAN では船舶の実海域での性能を利用し、航

路選定に加え主機回転数を変化させて省燃費航行、

環境負荷の小さい航行を行う。以下で、性能推定

について記載する。 
 計算では、定常状態を仮定する。 
 なお、力・モーメントは X を前後力、Y を横力、

N を回頭モーメントとし、無次元化は断りのない

限り上付き添字 ' で表し、(4.2)式で行う。 
 

25.0 dUL
XX
pp

 , 25.0 dUL
YY
pp

 ,      

225.0 dUL
NN
pp

                     (4.2) 

 
ここで、  ：海水密度、 U ：船速である。 
 
4.3.1 平水中性能 
 平水中抵抗、自航要素は水槽試験を基に推定す

ることができる。今回は、要目から平水中性能を

推定する Holtrop et al.の方法 3), 4)を用いること

とした。 
 プロペラ単独性能は、6 翼の MAU プロペラの

単独特性 5)を使用した。 
 
4.3.2 操縦流体力・モーメント 

 実海域では船舶は斜航し、当舵を取り航行する。 
 斜航流体力・モーメント係数( 'Y 、 'Y 、 'N 、 

'N )は、斜航角（  ）に関する定常項を用い、

船型要素から計算できる Kijima et al.の方法 6), 7)

により求める。 
 当舵力・モーメント係数( 'RX 、 'RY 、 'RN )は、

舵角（  ）、斜航角（  ）の関数として(4.3)～(4.6)
式で求める。 
 

2)1(' CtX RR                         (4.3) 
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ここで、 Rt ：操舵による抵抗増加の補正係数、

Ha ：操舵による船体横力の負荷率、 ppRR Lxx /' ：

舵軸中心から重心までの距離、 'Hx ：船体に作用

する舵の干渉係数の作用位置、 E ：整流係数、

01 Rw ：舵位置における直進時の有効伴流係数、

RA ：舵面積、 R ：舵のアスペクト比である。 
 
4.3.3 風圧力・モーメント 
 風圧力・モーメント( AX 、 AY 、 AN )は、投影面

積を用いて船型要素から推定する Fujiwara et al.
の方法 8)を用いる。 
 風圧力・モーメント係数( xC 、 yC 、 nC )を図 4
－4 に示す。ここで、 r ：相対風向（向風を 0 度

とする）である。 
 

TrA

A
x AV

XC 25.0 
 ,

LrA

A
y AV

YC 25.0 
 ,

LoarA

A
n ALV

NC 25.0 
                    (4.7) 

 
ここで、 A ：空気密度、 rV ：相対風速、 TA ：水

面上正面投影面積、 LA ：水面上側面投影面積、

oaL ：全長である。 
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10Cn  
図 4－4 風圧力・モーメント係数 

 
4.3.4 波浪中抵抗増加 
 波浪中抵抗増加は、規則波中抵抗増加に波の方

向スペクトラムを掛け合わせて推定される。これ
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を短波頂不規則波中抵抗増加と呼ぶ。 
 規則波中抵抗増加（RAW）は、Maruo の理論 9)

に従い計算される運動成分に、反射波抵抗増加と

呼ばれる短波長域での修正項を加えて推定する。

ここでは、運動成分の計算は、船体運動をストリ

ップ法により推定し、特異点深さを平均喫水にお

き推定する。反射波抵抗増加は、Faltinsen et al.
の方法 10)により求める。 

周波数応答関数を図 4－5 に示す。ここで、 w ：

波高、 ：波長、  ：船と波との出会い角（向波

を 0 度とする）である。 
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図 4－5 規則波中抵抗増加の周波数応答関数 

 
次に、波の方向スペクトラムは、周波数スペク

トラムを ISSC スペクトラム、方向分布関数をコ

サイン 2 乗型として表現する。短波頂不規則波中

抵抗増加（ AWR ）は、波の方向スペクトラムと規

則波中抵抗増加を用い、波の周波数、出会角の線

形重ね合わせで計算される。短波頂不規則波中抵

抗増加係数（ AWK ）は(4.8)式で無次元化される。 
 

pp

AW
AW LBgH

RK
/8 22

                     (4.8) 

 
ここで、 g ：重力加速度、 H ：有義波高である。 
 

4.3.5 主機特性 
 対象のコンテナ船の主機は、ガバナーを装備し

たディーゼル機関である。定常航行中はガバナー

により主機回転数を一定とした運転を行う。また、

外乱等によりエンジントルクが増大し、トルクリ

ミットを超えると、エンジンを保護するため回転

数を下げることとなる。 
 主機の C 重油での燃料消費率（λC）と制動馬力

（BHP）との関係 11)を図 4－6 に示す。 
 1 時間あたりの燃料消費量（Λh）は(4.9)式で計

算する。 
 

BHPch                             (4.9) 
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図 4－6 燃料消費率 

 
4.3.6 速力・燃料消費量 
 実海域では波・風の外乱により速力が変化し、

燃料消費量も変化する。4.3.1 項から 4.3.5 項の性

能データを用いて力の平衡方程式を解き、速力、

1 時間あたり燃料消費量を求める。 
 平均風速、平均風向、有義波高、平均波周期、

主波向、主機回転数をパラメトリックに変化させ

データベースを構築する。シミュレーションでは

このデータベースを使用し、最適な航路・主機回

転数を探索する。 
 データベースの一例として、主機回転数（Np=93 
rpm）としたときの平均風速（Vw）10m/s、平均

風向（  ）60 度（斜向風）、平均波周期（ T ）9.5s
としたときの速力と 1 時間あたり燃料消費量を、

パラメータを有義波高（ H ）、主波向（  ：向波

を 0 度とする）として図 4－7、4－8 に示す。 
 これから、波高の増加に伴い速力が大きく低下

すること、一方、燃料消費量は、波高が増加し主

機トルクがリミットを超えると回転数を低下させ、

これに伴い燃料消費量が低下することが分かる。 
 
4.3.7 耐航性能 

 WAN では運航の安全性も考慮するため、耐航

性能の評価を行う。 
 評価する耐航性能は、運航に関係する以下の 9
項目とした。 

4.3 性能推定 
 WAN では船舶の実海域での性能を利用し、航

路選定に加え主機回転数を変化させて省燃費航行、

環境負荷の小さい航行を行う。以下で、性能推定

について記載する。 
 計算では、定常状態を仮定する。 
 なお、力・モーメントは X を前後力、Y を横力、

N を回頭モーメントとし、無次元化は断りのない

限り上付き添字 ' で表し、(4.2)式で行う。 
 

25.0 dUL
XX
pp

 , 25.0 dUL
YY
pp

 ,      

225.0 dUL
NN
pp
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ここで、  ：海水密度、 U ：船速である。 
 
4.3.1 平水中性能 
 平水中抵抗、自航要素は水槽試験を基に推定す

ることができる。今回は、要目から平水中性能を

推定する Holtrop et al.の方法 3), 4)を用いること

とした。 
 プロペラ単独性能は、6 翼の MAU プロペラの

単独特性 5)を使用した。 
 
4.3.2 操縦流体力・モーメント 

 実海域では船舶は斜航し、当舵を取り航行する。 
 斜航流体力・モーメント係数( 'Y 、 'Y 、 'N 、 

'N )は、斜航角（  ）に関する定常項を用い、

船型要素から計算できる Kijima et al.の方法 6), 7)

により求める。 
 当舵力・モーメント係数( 'RX 、 'RY 、 'RN )は、

舵角（  ）、斜航角（  ）の関数として(4.3)～(4.6)
式で求める。 
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ここで、 Rt ：操舵による抵抗増加の補正係数、

Ha ：操舵による船体横力の負荷率、 ppRR Lxx /' ：

舵軸中心から重心までの距離、 'Hx ：船体に作用

する舵の干渉係数の作用位置、 E ：整流係数、

01 Rw ：舵位置における直進時の有効伴流係数、

RA ：舵面積、 R ：舵のアスペクト比である。 
 
4.3.3 風圧力・モーメント 
 風圧力・モーメント( AX 、 AY 、 AN )は、投影面

積を用いて船型要素から推定する Fujiwara et al.
の方法 8)を用いる。 
 風圧力・モーメント係数( xC 、 yC 、 nC )を図 4
－4 に示す。ここで、 r ：相対風向（向風を 0 度

とする）である。 
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A
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A
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ここで、 A ：空気密度、 rV ：相対風速、 TA ：水

面上正面投影面積、 LA ：水面上側面投影面積、

oaL ：全長である。 
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図 4－4 風圧力・モーメント係数 

 
4.3.4 波浪中抵抗増加 
 波浪中抵抗増加は、規則波中抵抗増加に波の方

向スペクトラムを掛け合わせて推定される。これ
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 (1) 海水打ち込み 
 (2) プロペラ露出 
 (3) 船底スラミング 
 (4) 船橋での上下加速度 
 (5) 船首部（F.P.）での上下加速度 
 (6) 乗物酔発生率(MSI)、 
 (7) 乗り心地評価基準(ISO 2631/3 (1985))12) 
 (8) 嘔吐率(PV) (ISO 2631-1 (1997)) 13) 
 (9) 斜追波中の危険速度 

耐航性能(1)～(5)に関係し、耐航性能評価基準

（限界値、限界確率）を表 4－2 に示す。ここで、  
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図 4－7 実海域での速力低下（Np = 93[rpm]） 
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図 4－8 実海域での燃料消費量の変化 

（Np = 93[rpm]） 

Dp：プロペラ直径、Lpp：垂線間長、 g ：重力加

速度である。 
 また、耐航性能(6)～(8)に関係し、1/3 オクター

ブバンド解析に従い計算した船橋位置での重み付

け上下加速度分散値（σaz 2）を図 4－9 に示す。 
 耐航性能(9)に関係し、斜追波中の危険速度判定

を図 4－10 に示す。 
 静的水位上昇高さの推定は、次の実験式を使用

した。 
・海水打ち込みに対して、田崎の式 16) 

・船底スラミングに対し、田崎の式を船長方向に

拡張した小林の式 17) 
・プロペラ露出に対して、Holtrop の式 4) 
 

表 4－2 耐航性能評価基準 

Item Critical 
value 

Critical 
probability

Deck wetness freeboard 0.05* 

Propeller 
emergence 

emergence of 
1/3 PD  0.1 

Bottom slamming 
at 0.1 ppL aft from 
F.P. 

- 0.01184*

- relative motion draft - 

- relative velocity 0.0928 gLpp ** - 
Vertical 
acceleration at F.P.

0.085 g in 
rms* - 

Vertical 
acceleration at 
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rms* - 

* NORDFORSK14)により算出 
** Ochi15)による 
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図 4－10 斜追波中の危険速度判定 

 
 また、動的水位上昇については海水打ち込みに

対してストリップ法により考慮した。 
 乗り心地評価は、乗物酔発生率(MSI)、乗り心

地評価基準(ISO 2631/3 (1985))、嘔吐率(PV)を使

用した。 
 なお、ISO では乗り心地評価基準を規定したが、

この基準は現在では嘔吐率(PV)に変更された。 
 斜追波中では、出合波スペクトラムの幅が狭く

ピークの高さが大きい状況が存在し、規則波中の

応答に近く船舶にとって危険な状況が存在するこ

とが Takaishi18)により指摘されている。 
 その条件は、波向、波周期と船速により規定さ

れ(4.10)式で表される。 
 

 cos4
gTU                         (4.10) 

 
 船舶は安全上の観点から、この斜追波中の危険

な状況を避ける必要がある。 
 
4.4 最適化手法 
 航路・主機回転数の最適化は、拡張ラグランジ

ュ乗数法を用いて行った。目的関数、設計変数、

制約条件を以下に示す。 
(1) 目的関数 
 燃料消費量最小化 
(2) 設計変数 
 船位及び主機回転数 
 今回は航路を 26 区間に分割しているため、船

位：25 点、主機回転数 26 点の合計 51 点である。  
(3) 制約条件 

 1) 境界条件 

  船位：図 4－11 に示す境界内 
  主機回転数：71～93[rpm] 

 2) 運航限界 

安全上の理由から運航限界を定める。限界値、

限界確率は 4.3.7 項及び表 4－2 に定める。 
 3) 航海時間 

定時性の観点から、航海時間を定めた。航海

時間は、本航路のコンテナ船のサービススケ

ジュールから 144 時間（(49°N, 5°W)から

(41°N, 70°W)間）とした。 
 
4.5 シミュレーション結果 
 上記データを使用し、WAN による最適航行の

シミュレーションを行った。シミュレーションは

本船の出港時間を変えて行い、燃料消費量の変化

を調べた。 
 本船の出港時間は、2007 年 2 月 15 日 12UTC
及び 2007 年 2 月 10 日 12UTC とした。2 月 15
日出発の航海の航路を図 4－11 に示す。海象状態

は比較的静穏であり、選定航路も大圏航路に近い

ものとなった。次に、荒天状態が生じた 2 月 10
日出発の場合の選定航路を図 4－12 に示す。また、

このときの遭遇した気象海象と船体応答を図 4－
13 に示す。ここで、 DAY ：出発後の日数、 H ：

有義波高、 T ：平均波周期、χ：波向（0 度を向

波とする）、Vw：平均風速、γ：平均風向（0 度

を向風とする）、Vcr：海流速度、Np：主機回転

数、U ：船速、 F ：燃料消費量、Q：超過確率、

Arms：上下加速度の 2 乗平均平方根値、arms：上

下加速度の半周期での 2 乗平均平方根値、fc：1/3
オクターブバンド解析における中心周波数である。 
 

 

WAN boundaryinitial route  

図 4－11 燃料消費量最小航路 

（2007 年 2 月 15 日 12UTC 出発） 

 

WAN boundaryinitial route  

図 4－12 燃料消費量最小航路 

（2007 年 2 月 10 日 12UTC 出発） 

 

 (1) 海水打ち込み 
 (2) プロペラ露出 
 (3) 船底スラミング 
 (4) 船橋での上下加速度 
 (5) 船首部（F.P.）での上下加速度 
 (6) 乗物酔発生率(MSI)、 
 (7) 乗り心地評価基準(ISO 2631/3 (1985))12) 
 (8) 嘔吐率(PV) (ISO 2631-1 (1997)) 13) 
 (9) 斜追波中の危険速度 

耐航性能(1)～(5)に関係し、耐航性能評価基準

（限界値、限界確率）を表 4－2 に示す。ここで、  
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図 4－7 実海域での速力低下（Np = 93[rpm]） 
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図 4－8 実海域での燃料消費量の変化 

（Np = 93[rpm]） 

Dp：プロペラ直径、Lpp：垂線間長、 g ：重力加

速度である。 
 また、耐航性能(6)～(8)に関係し、1/3 オクター

ブバンド解析に従い計算した船橋位置での重み付

け上下加速度分散値（σaz 2）を図 4－9 に示す。 
 耐航性能(9)に関係し、斜追波中の危険速度判定

を図 4－10 に示す。 
 静的水位上昇高さの推定は、次の実験式を使用

した。 
・海水打ち込みに対して、田崎の式 16) 

・船底スラミングに対し、田崎の式を船長方向に

拡張した小林の式 17) 
・プロペラ露出に対して、Holtrop の式 4) 
 

表 4－2 耐航性能評価基準 

Item Critical 
value 

Critical 
probability

Deck wetness freeboard 0.05* 

Propeller 
emergence 

emergence of 
1/3 PD  0.1 

Bottom slamming 
at 0.1 ppL aft from 
F.P. 

- 0.01184*

- relative motion draft - 

- relative velocity 0.0928 gLpp ** - 
Vertical 
acceleration at F.P.

0.085 g in 
rms* - 

Vertical 
acceleration at 
bridge 

0.15 g in 
rms* - 

* NORDFORSK14)により算出 
** Ochi15)による 
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図 4－13 遭遇海象と船体応答 
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図 4－13 遭遇海象と船体応答 

（2007 年 2 月 10 日 12UTC 出発）（続き） 

 
 燃料消費量削減効果を図 4－14、4－15 示す。

燃料削減効果（ F ）は、初期航路を回転数一定

で航行した場合と WAN による最適航行をした場

合とで比較を行った。初期航路を回転数一定で航

行した場合、到着時間に対し、遅延または早着す

る可能性があるが、ここでは、主機回転数の初期

設定値を複数変えて計算し、到着遅れ（ Delay ）

に対して作図した。これから、両者で到着時間が

同じだったとした場合、4～6%の省燃費効果があ

ることが分かる。また、通常の運航では到着余裕

を見る必要があり、到着余裕時間を 4 時間とした

場合は、それに対し 8～10%の省燃費効果がある

ことが分かる。 
 
4.6 まとめ 
 経済性・環境性に加え、安全性を考慮した最適

航行を行う海象適応航法システム（WAN）を開発

した。 
 コンテナ船の北大西洋航路での WAN シミュレ

ーションから、定時性の確保に加え、省燃費効果

が 4～6%、到着余裕を 4 時間とした場合に対して

は、更に効果が増え、8～10%の省燃費効果がある

ことを示した。 
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図 4－14 燃料消費量削減効果 

（2007 年 2 月 15 日 12UTC 出発） 

 

 

図 4－15 燃料消費量削減効果 

（2007 年 2 月 10 日 12UTC 出発） 
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5.あとがき 

 
 高効率船舶を計画し設計するための基盤技術の

開発を行った。 
 得られた成果は以下の通りである。 
 
（1）船型要目最適化プログラム(HOPE LIGHT)

の開発 
・基本計画段階で推進性能、操縦性能、耐航性

能を同時に検討し、迅速に最適要目を提供す

るプログラムを開発した。 

・使用の利便性を考慮して、Excel 上で使用で

きるようにするとともに、主な推定式を変更

可能としたユーザーカスタマイズ機能を作

成した。 
・対象船種としてツインスケグ 2 軸船を包含

し、基本計画時の多様なニーズに応えること

を可能とした。 
（2）格子生成システムの開発 

・付加物などの複雑な形状を有する実用船型の

流体力学的性能を効率的に推定できるよう

に、CAD/CFD を組合わせた設計システムを

開発した。 
・ツインスケグ船型、シャフトブラケット付き

2 軸高速船について、計算結果と水槽試験結

果の比較を行い、複雑形状を有する船舶につ

いても有効であることが確認された。 
（3）海象適応航法システム(WAN)の開発 

・運航時の効率運航を行うため、経済性・環境

性に加え、安全性を考慮した最適航行を行う

システムを開発した。 
・コンテナ船の北大西洋航路での WAN シミュ

レーションを行い、定時性の確保、省燃費効

果を示した。 
 
 今回開発された、船舶の基本計画、性能推定、

運航の各段階で利用されるツールを使い、今後、

当 所 で 行 っ て い る ZEUS （ Zero Emission 
Ultimate Ship）プロジェクト等の高効率物流を

支える高効率船舶の開発に役立てていくことを予

定している。 
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図 4－14 燃料消費量削減効果 

（2007 年 2 月 15 日 12UTC 出発） 

 

 

図 4－15 燃料消費量削減効果 

（2007 年 2 月 10 日 12UTC 出発） 
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